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第1章 緒言:計 測プロセス とパフォーマンスの考え方

計測は重要である、と一般的に言われているが、現実に企業の中で計測担当者が置かれ

ている状況を見ると、必ずしも重要な役割を果たしているとはいえない。例えば、計測担

当者は、品質保証部の中で計測器の管理を行っているとか、製品等で品質問題が生じたと

きに測定を要請され測定値を出すことが要求されるなどの活動が中心であり、それなりの

評価はされているが、全体の企業活動の中で積極的な評価は受けていないのが現実である。

そこには、測定という作業的な部分にその仕事を限定され、積極的に企業活動に貢献でき

なかったという背景がある。計測という立場からみれば、測定値を出すという核となる測

定の役割と、測定が必要になった問題に対して有効な解決策を立案し解決するという一連

のプロセスの構造が十分に認識されていないことによると考えられる。

本研究は、計測と測定の区別を明確にするとともに、生産システムの中で計測が果たす

べき機能を計測におけるパフォーマンスの立場から解明し、計測が生産活動に積極的に関

わる方向を明らかにすることを目的とする。

第1章 では、計測に関わる基本的な問題を検討し、研究の方向を明らかにする。

1.1計 測におけるパ フオーマ ンス

計測とは、本来、単なる測定という作業プロセスだけでなく、計測の目的に合わせて、

測定の計画を立て、測定を実施し、データを解析し、さらに測定結果を有効に活用するア

クションを取るための体系的プロセスである。しかし、一般には、測定を科学的な操作と

して抽象化し、逆に単純なデータ獲得の作業プロセスとして処理してしまうことが多い。

その結果、計測自体が、測定という作業的な部分との区別を曖昧にして、その成果を必ず

しも十分にあげていないという状況がある。ここでは、計測自体の価値を高めるための方

法を積極的に提起するため、計測におけるパフォーマンスという概念の提起を行う。

本研究 では、測定 と計測 を次のよ うに区別 して考 える。測定 とは、 「ある量 を、基準 と

して用いる量 と比較 し、数値又 は符号を用 いて表す こと」(JISZ8103計 測用語1-1))と い

う定義に代表 され るよ うに、測定量 を観測 し、数量化す るという作業的な過程であるとす

る。一方、計測 とは、「特定 の目的 を持って、事物 を量的にとらえ るための方法 ・手段を

考究 し、実施 し、その結果 を用 い所期の 目的 を達成 させること。」(JISZ8103計 測用語1-
1))と いう定義 に代表 され るように

、計測 の必要性か ら、測定 を行い、所期 の目的を達成

するという、広い立場での一連の過程である とする。 このような差 は、実際の測定や計測

の場面で十分に認識 されているとは必ず しもいえない状況にある。

さ らに、測定、計測の時系列的な一連 の過程 を 「測定 プロセス」、 「計測 プ ロセ ス」 と

呼ぶ。また、測定プ ロセス、計測 プロセスの中で活用 され るハー ドウェア とソフ トウェア

との集合 を 「測定 システ ム」、「計測 システム」 と呼ぶ。ハー ドウェア にはその プロセス

で利用される測定器や装置 を含 み、 ソフ トウェアには測定条件、校正方式や管理方式な ど

が含 まれ る。

人間にとっての計測には、いろいろな側面があるが、本研究では、計測を人間が社会的

な立場から生産を行うという目的に対する機能とみなし、この機能を実現する過程(プ ロ

セス)と それが生み出す結果をパフォーマンスと名付けることとする。従って、計測のパ



フォーマ ンスの概念 の中には、計測 の主体 となる人間による計測の目的の設定 、計画 の設

定、測定の実行、測定結果の処理、評価、活用 などの過程 と、その達成度 を含 む計測 の広

い意味の評価を含む ことになる。計測 システム及び測定システムは必然的にマ ン ・マシン

・システム として構成 されることになる。

1.2人 間と計測の関わ り

社会において広く計測あるいは測定が行われているが、それを目的の面から整理すると

次のような場面があげられる。

①人間の行動のための五感による計測

②知識の獲得のための計測

③取引・証明のための計測

④生産活動のための計測

人間の五感 は、 人間に とって 根源的な 測定であ り、そ の生存に関わる もの であ る。人間

は、見る、聞 く、嗅 ぐ、触 る、味わ う、な ど、周囲の状況 を測定 しなが ら、その行動 を決

めている。人間は誕生の直後か ら、学習 を積み重ね 、その結果 として生活 を続けている。

この場合の計測 の目的は人間の生存行動 のためのもので あり、個 々の測定の誤差が大きい

としても、最終的に、その時々の人間の判断が的確であればよい。そ のために、人間の五

感をフルに活用 し、総合的な判断が下 され ることによってその生存が確保 されて いる とい

える。生存 を確保するという目的 に対 して、人間はきわめてパ フォーマ ンスの良い計測 シ

ステム ということがで きる。

しかし、測定システムとして人間をとらえた場合には、一部の例外を除き、一般的には

個々の量の測定としては、誤差が大きく、正確さ、安定性に欠点がある。正確さが必要と

される生産現場で、センサーとしての人間が使われる場面として、官能検査の分野がある。

官能検査では、対象の状態に対する、人間の五感を用いた測定が行われているが、最終的

には人間の総合的な判断としての測定結果が要求される場合が多い。その中では、総合判

断を迅速に行うという目的に対して、パフォーマンスは高いことがあるが、個々の項目に

対する測定結果には問題が多い場合がある。例えば、表面状態の測定において、個々の傷

の大きさや深さなどの定量的測定は人間には難しいが、総合判断としての表面状態の良否

の判断は人間による方が速く、的確な場合がある。生産現場では、人間に頼る官能検査を

機械に置き換えようという努力が行われている。しかし、個々の測定項目については測定

器に置き換えることができても、総合的な判断を下すことや測定時間の点では、まだ、人

間の方が優れている場合が多い。すなわち、いくつかの測定項目の組み合わせとして総合

的な判断が要求されている場合には、人間のパフォーマンスは機械のそれに比べ高いこと

が多い。ただし、本論では、測定対象を直接数量化しようとする官能検査の領域には立ち

入らず、後で述べるように測定の過程でオペレータ(作 業者)あ るいは判断者としての役

割を果たす人間を測定系の中に含んだマンマシンシステムの問題として取り上げる。

知識獲得のための計測②においては、物理現象を観測し、それを一般的な法則として抽

象化するためのデータを与える。この場合には、測定の機能としては、測定対象である量

の物理尺度に対する比例性及び測定の精密さ(ば らつきの小ささ)が 要求される。多くの

物理現象は比例的であり、物理量は比例的な関係として表現される場合が多い。このよう



な測定においては、比例定数を未知/既 知の定数としておいたとしても、比例的な尺度構

成ができれば十分である。このような尺度構成を確立する上では、感度係数がなんであれ

物理量と測定値の間の比例関係に着目すればよい。確かに、物理の体系としての一般性と

科学的合理性を追求すれば、そこでは絶対的な量の測定が必要になる。物理定数の決定、

物理量による計測標準の設定という場面がそれに相当する。多くの場合、設定された標準

や物理定数を用いて絶対値(感 度係数)を 決めること、すなわち、校正が可能であり、絶

対値または比例関係の感度係数の値自体を問題にしなければならないことは少ない。
一方、精密な観測によって一般法則からの小さなはずれを知ることによる新しい発見が

行われることもあり、測定の精密さはこの面では重要である。新しい現象を検出するとい

う立場では、その現象を捉えるだけの感度さえあれば誤差が大きくてもよい場合もある。

誤差の大きい中で現象を捉えるために、経済性を無視しても観測を反復して誤差を平均化

することも行われる。しかし、新しい現象を生産に利用していく立場では、現象及びその

測定には再現性、安定性が必要であり、誤差に対してシビアな立場が要求される。

それに対して、③④の計測は社会組織的な活動であり、社会的なシステムとして計測が

行われる。そこでは、個々の測定においては特殊性を認めるとしても、結果に対して社会

的な合理性と共通性が要求される。たとえば、取引証明の場合には、当事者間の合意に達

するだけの合理性が必要である。本来ならば、取引のための測定の場合、その結果がいか

に誤差を持っていようと、納入側と受け入れ側の取引の当事者が納得し合意すればよい。

しかし、実際には、その結果の影響が単にその当事者だけにとどまらず、社会全体に関わ

るという取引自体の社会性と社会的正義の観点から、計量法などにみられるような形での

確からしさの確保のための方策をとることが要求されるようになる。

すなわち、生産活動のための計測 において 「確か らしさ』が必要なのは、社会の中で技

術的な合理性を確保するためである。本来、一つ の製品の生産のためのシステムで あれ ば、

関連 した一連の生産系列 という閉 じた系に対 して計測の共通性があればよい。すなわち、

その製品の生産のため という閉じた系の中での整合性 さえあれ ば、その製 品の生産 は可能

であ り、測定量 の絶対値 を必ず しも必要とはしない。 しか し、現実には、個 々の生産 シス

テムが複雑 に絡み合っていること、また、生産された製品が社会性を持 っている ことか ら、

トレーサ ビリティ体系や計測器の校正技術 などの助 けをか りて、その絶対値 を確保せざる

を得 ない状況 にある。品質 システムの国際規格ISO9000シ リーズの中で、品質 システム

の要 件として計測の トレーサ ビリティの確保が上 げ られているのは、個別 的に共通性 を確

保するのではな く、絶対値 を通 して計測 の共通 性 を確保す るた めである。

このように、社会システムの中での計測においても、その目的を達成するためには正確

さを含めた計測の確からしさが要求されている。計測のパフォーマンスを明らかにする上

で、これをどのように確保するかが重要であることが分かる。本研究での検討対象の計測

システムとしては、主として④の生産活動の中での計測システムを取り上げることにする。

その理由は、社会の中で組織的に行われている計測の大部分がその中に含まれるからであ

る1-2)。

1.3測 定システムのパ フオーマ ンス評価の基本

計測のパ フォーマ ンスを評価す るということは、計測 自体 を計測する ことに他な らない。



そのためには、ただ単 に測定を積み重ねればよいとい うわけではない。計測 を計測す るた

めには、独 自のシステムが必要である。そ のなかでは、何 を如何に評価すか とい う、評価

の方法論が重要である。

計測は、本来、対象物の性質に関する定量的な情報を取り出すことを基本として行われ

る。測定を可能にし、計測技術として確立していく上での初期段階では、観測によって定

性的な情報を取り出すという形での物理現象の発見または検出が重要である。しかし、そ

の物理現象を利用していくためには、計測の高度化により定量的な情報を正確に獲得する

ことが要請される。計測の高度化の中では、目的とする特性とそれを代表する特性の関係

の研究が行われ、計測すべき特性への置き換えが行われる。その置き換えができ、測定項

目が決められた時点では、パフォーマンス評価の問題は測定システムの誤差評価の課題と

して検討される。

計測の中心をなす測定システムの機能は、「対象物の性質を基準に照らし合わせて数量

化する」ことにあり、最終的に測定結果を数字として表すことが要求される。その測定結

果の誤差の大きさは、測定値の確からしさを表現している。従って、測定の誤差を定量化

するという測定のパフォーマンス評価が、最初に行われる。

本論第2章 では、測定システムの出力である測定値の信頼性を定量的に表す誤差の評価

の考え方を整理し、誤差の大きさの評価方法を検討する。

1.4マ ンマ シンシステムとしての計測 システム

計測を生産 システムのなかで捉 えよ うとした とき、計測/測 定 システムを、その構成要

素か らみて3つ の階層に分けて考える ことができる。す なわち、計測 の中心にな る作業的

な部分である 「測定」 と、測定を有効に行 うための 「計測」 の活動 を行 う系 として、次の

ような3つ の階層に分類する ことができる。

①測定器単独のハードウェアシステム

②測定者、測定器、周辺条件を含めた測定システム

③計測の目的を実現する計測システム

① は、セ ンサ と表示部 を含む測定器単独のシステムで ある。測定量を検 出す るという意

味で測定 の基本 となるシステムで ある。② は、測定 とい う作業的な部分 を広 くとらえたも

のであ り、測定者、測定条件あるいは測定器の管理方法な どのソフ トウェアをその構 成要

素として含 めた 「測定」のためのシステムで ある。 さ らに、③は、測定 という作業的な部

分に限定 されず、計測の 目的、計測 の計画、評価 、アクションの妥当性な ど計測の過程全

体を含み、その社会的な位置づ けか らみた 「計測」のための システムであ る。

計測のパフォーマンスを検討する場合には、そのそれぞれの階層に応じたシステムの機

能と性能を評価していくことが必要になる。従来、測定の部分は、①のような測定器とい

うハードウェアだけでその性能が議論されることがほとんどであった。それに対し、ハー

ドウェア単独で測定が行われるわけではなく、また、測定の誤差の大きさも一義的に決ま

るものではないという現実から、いかに測定という作業的な部分であっても、②のような

測定システムとして性能を評価することの必要性が強調されるようになってきている。さ

らに、計測プロセスは測定という作業だけで完結するのではなく、測定に至るまでのプロ

セス、測定値を得てからアクションを取るまでのプロセスを伴う。計測の有効性という観



点からパフォーマ ンスを明 らかにする上では、その結果を活用す る③ のシステムのあ り方

が重要である。このような③ の階層でのパ フォーマンス評価のあ り方 を明 らか にするのが

本研究の目的のひ とつで ある。

前に述べたように、①、②の階層では、測定の項目が決められた場合にどれだけ有効な

「測定結果」を得られるかが主要な問題である。

本論3章 では、測定 システムをマンマ シンシステム としてと らえ、人間の関わった測定

システムのパ フォーマンスを評価す るための基礎 として誤差評価の方 向を明 らかにす る。

特に、人間が測定者、すなわち、オペ レータあるいは判断者 として計測 システムに深 く関

わった状況の中での 評価 について、実験的な方法の検 証を含めて明 らかにす る。

1.5計 測 プロセス設計

測定において、計測特性が決められたところから出発した場合には、本来の計測の目的

が忘れられ、結果の数値が一人歩きすることが多い。従来、計測の関係者は、ある測定項

目が決められて、測定結果を出すことだけを要求され、計測の目的とするところから切り

離されがちであった。そのような状況では、計測が有効に機能しないことがいわれるよう

になっている。計測が本来の力を発揮するためには、単に測定の作業的な面だけを対象と

するのではなく、計測本来の目的を考慮した計測の計画と評価を進める必要がある。すな

わち、前節の③の計測システムの階層での問題であり、計測の目的に沿った測定項目を選

択する段階および測定結果に基づいてアクションを取る段階を含む階層の問題である。こ

こでの問題は、計測プロセスの全過程を管理する計測の管理者が、いかに測定のシステム

を現実の生産システムに関わらせていくかという問題になる。

測定結果の数値の確からしさという点から見ても、測定結果の数値は単独に存在するも

のではなく、その数値を得るための測定システムの確実性の問題である。測定システムを

検討するにあたって、時間軸に重点をおいてみれば、時間的に変動する計測システムを校

正するという管理システムの問題であり、どのような目的で計測を行い、結果を役立てる

か、という一連の測定計画の問題である。また、空間的な軸で考えれば、計測システムが

どの様な場面で展開されるか、測定の条件がどの様に規定されているか、に大きく依存す

る。

計測システムを構成するハー ド及び ソフ トの要素か ら云えば、計測器、計測対象、測定

者、計測担 当者 、管理システムとして の校正(標 準)な どの個 々の要素の信頼性 と、環境

条件の変動 に対す る測定結果の変化が評価の対象 とな る。さ らには、そのような信頼 性を

確保するための コス トな り、エネルギーの大きさ も重要な要素で ある1-3)。

計測の評価と云うと、比較的狭い範囲での計測結果の評価を指すことが多いが、誤差評

価をベースにして、計測の信頼性の評価と改善を計測のパフォーマンスの立場から行う活

動を、「計測プロセス設計」と呼び、生産システムとの関連の中で、本論第4章 で基本的

な考え方を整理する。

1.6生 産 システムにおける計測のパフォーマ ンス

生産システムの中で計測の果たすべき役割が多様化する中で,計 測に対する要求 も高度

化している.こ こでいう生産システムとは、単に製造の現場を指すのではなく、研究開発



から製品設計 ・製造技術 ・生産設計 ・製造 ・アフターサー ビス までの一連の生産活動 を含

めて考え る。従来,計 測 は,製 造業の中では,検 査 と同義語 として使われ,検 査=計 測 と

いう概念が一般化 してきた.検 査自体 は生産 された個 々の製品に対する合格 ・不合格 とい

う判断をするアクシ ョンで あり、出荷製品の品質 には関わ るが、製品全体の品質向上には

寄与 しな い。その ことは,計 測技術は品質管理 の基礎 として重要であるといわれなが ら,

それ 自身が価値 を生み出さないと考え られてきた歴史 と表裏一体であった.そ のなかで は,

計測管理 は計測器の管理であると考え られてきたが,そ のような考え方では計測 を全体 と

してと らえることができな くなって いる.

製造形態が進み、製造設備と測定器が一体 として設備 される ことが多 くな ると、生産設

備 と測定器 との区別がつかなくな り、全体のマ シンとしてのパフォーマ ンス を検討す る こ

とが必要 になる。そ こでは、前に分類 したマンマ シンシステムを、ハー ド面か らみて次 の

二つに層別 して検討する ことが必要 になる。

①測定器+作 業者(測 定者)

②加工機+測 定器+作 業者(加 工者 ・測定者)

①では、測定のための システムとしての検討が可能で ある。 しか し、② では測定器 は単独

には存在 し得ない。多 くの場合、加工 システムの 一部 として機能 してお り、加工のための

データを提供 している、 と考え られている。逆 に、計測 の立場か らみた場合 、正確な加工

という目的 との関連で、加工 と不可分のもの として測定が存在 していることになる。すな

わち、②では、計測 の目的である加工 をシステムの中に含んだ形で、計測 システムの設計

がなされることに相 当する。

計測の役割が,検 査か ら工程内の計測による生産システムに関わる情報の生産,さ らに

開発設計段階での知識情報の生産に移るに従って,計 測情報の生産を行うための計測の重

要性が見直されている.生 産システムにおける計測は,大 きく、開発設計段階での製品設

計評価のためのオフライン計測と、製品製造中の工程に関する情報を得るためのオンライ

ン計測とに分けることができる.そ のそれぞれの特徴に合わせた計測システムが設計され

なければならない.

オンライン計測においては,環 境条件の変化に強く,測 定速度が早く,狭 範囲であって

も感度及び精度の高い測定システムが必要である.ま た,オ フライン計測としては,量 産

試作段階では,大 量の試作品の多くの計測項 目を,迅 速に計測できるシステムが必要であ

る.さ らに,研 究開発段階では,試 作製品の機能の計測が必要になる。多くの計測器は自

動化が進んでいるが,自動測定器についても最終的には人間による校正や管理が行われる.

このような系では,人 間を含めた計測 ・加工システムに対する管理システムを設計する必

要がある.

このような生産活動における計測の役割を整理し、計測を製品の品質の向上に寄与させ

て行くための方法を明らかにし、その方法を品質設計システムとしてまとめた。ここでは、

設計段階で製品品質を意図的に設計し実現するという意味で品質設計システムと名付け

た。品質設計システムでは、開発設計段階でのオフライン計測、生産段階でのオンライン

計測という形でその役割を明確にし、それぞれの特徴に合わせた計測プロセス設計が行わ

れる。さらに、オフライン計測に基づいたパラメータ設計、オンライン計測に基づいた工

程の管理の方法を明らかにした。



このような品質設計システムは、計測 の 目的 をその一部 に取 り込んだ大きな意 味での社

会的計測システム ということができる。逆 に、品質設計 という計測の目的をシステムの中

に含むことによって、生産 システムの中での計測 プロセスが完結するともいえる。

1.7本 研究 の背景

本研究は、計量研究所で行われた。計量研究所としては計測技術を技術開発に活用する

という方向を目指しているが、本論文はその成果の一部である。本研究は、次のような背

景の下に進められた。

国立の研究所としての計量研究所の中で、計測における誤差あるいは精度の扱いは大き

な課題であった。1956年 、計量研究所は検査を中心とした検定所から、計測の研究所

へと組織変更を行ったが、計量法という法律を支援するという課題を抱えており、全体的

に標準開発の研究、誤差評価のための研究が必要であった。

計量研究所の中では、新しい工業量の計測標準としての硬さ標準の設定という課題に対

して、実験計画法の活用により大きな成果を上げた。例えば、試験片の同じ所を2度 測定

することができないという破壊試験の中で、測定対象のばらつきと測定の繰返しのばらつ

きが交絡するという問題や、試験条件による硬さ値が変化するという問題に対して、実験

計画法が有効な実験手段を与えた。1960年 、新幹線のベアリングの硬さに計量研究所

の標準が適用され、広く使われるようになった。さらに、硬さ標準の研究成果が、計量法

に組み入れられたのは2000年 であり、新 しい公的標準の実用化には長い時間がかかる

のが現実 である。

一方、誤差評価の面では、当時、標準が持つ誤差について十分な検 討は行われて いなか

ったため、計量研究所内に精度委員会が作 られ、所内外の実態が調査 された。 これ らの成

果を計測 自動制御学会の委員会の活動 として展 開 し、 「測定器 の性能通則 ー精度 に関する

もの」 という形で精度に関するJIS化 を図 ったが、業界の時期尚早 という反対 によ り、結

局はJIS化 出来なかった という経緯がある。 また、不確 かさガイ ドの発端 とな った1978

年の国際調査 にも十分な対応が とられなか った といわれている。

誤差あるいは精度の問題は極めて広範な問題で、これを根本的に解決するために作られ

たのがシステム計測研究室である。この研究室では、計測データの取得から処理という全

般的な課題を扱ってきた。その中で柱になったのが、計測データを如何に取得するかとい

う実験計画法の活用であり、対象を評価するための品質工学の活用である。計量研究所は

品質工学におけるSN比 の発祥から深く関わることにな り、このような成果が、1992

年の、SN比 の方法 を計測の誤差評価に活用したJISZ9090校 正方式通則の制定へと繋が

った。SN比 は世界的な議論を巻き起こし、技術的な評価尺度として定着している。計測

におけるパフォーマンスに関わる本研究はその流れの中に位置づけられる。

一方、1993年 、「計測 における不確か さの表現 ガイ ド」が発表 され 、計測 の信頼性

評価 の世界標準 とな ろうとしている。不確か さガイ ドの考 え方 は物理的に存在する真 の値

を強 く意識 したものであ り、それが不可知で あるというあき らめか ら、ば らつ きを評価す

ることで代用 しようというものであ り、計量標準 という物理的に確定的な ものを強 く意識

した ものである。実際には、SN比 の方法も不確かさも、ば らつき として現 象を理解 しよ

うという点では同 じ方向を目指 しているとい うことができる。



不確かさガイドは計測の信頼性評価の基本文書と見なされており、これに従って不確か

さを伴った測定値の表記を行うことが世界的に要求されている。不確かさガイドはまだ概

念的であり、不確かさを評価する方法にはいろいろなものが含まれるが、その中で、優位

に立つものとしてSN比 の方法を位置づけることができる。

1.7本 研究 の目的 と本論文の構成

本論文の構成は、図1.7.1に 示 した通 りで ある。

図1.8.1本 論文 の構成

すでに述べたよ うに、本研究は、計測 の果たすべき役割 を明確 にし、計測 と測定が果た

すべき機能を計測におけるパフォーマ ンスの立場か ら解明 し、計測が生産活動 に積極的に

関わる方向 を明 らか にす ることを目的 とする。その中で 、従来曖昧に使われてきた 「計測」

と 「測定」 の区別 を明確 にする とともに、その時系列的な一連の過程 を 「計測プ ロセス」

「測定プロセス」、 また、その中で活用 されるハー ドウェア とソ フ トウェアの集合 を 「計

測 システム」 「測定 プロセス」 と呼び、それ らを設計する方法 と評価す る方法を明 らかに

する。

そのため に、本論文 の構成を次の様 にす る。

第1章 で は、本研究 の背景 となった計測 に関わ る問題 とパ フォーマンスの考 え方の基本

について述べた。

第2,3章 では、計測の作業的な部分で ある測定 システムのパ フォーマンス評価 を対象

とする。

第2章 では、測定 システムの基本性能を表す誤差評価の方法として、計測の機能を評価



する測定のSN比 の方法を定式化するとともに、従来の誤差評価方法との違いを明らかに

するとともに、誤差評価の世界標準になると考えられる不確かさ評価の考え方の中での位

置づけを明らかにする。

第3章 では、測定を行うシステムとしてマンマシンシステムを取り上げ、人間が大きく

関与する測定システムのパフォーマンス評価についての実施例について述べる。測定のマ

ンマシンシステムの一連の実験の中で、測定システムの中で測定者が果たす役割が大きい

場合、測定システムのパフォーマンス評価が測定者に関わる要因によ変化することを明ら

かにする。

第4,5章 では、計測プロセス全体を実施す る計測 システムのパ フォーマ ンス評価 を対

象とする。

第4章 では、計測 の問題が生じ、測定 を行い、問題 を解決す るまでの一連の過程で ある

計測プロセスの構造 を明 らかにするとともに、パ フォーマ ンス概念に基づいて、生産 シス

テムとの関連の中で計測 プロセスの設計 と評価 につ いて検 討す る。

第5章 では、第4章 で提案した計測プロセス設計の考え方を、プラスチック成形工程を

対象に実験的に適用するために、オンライン計測プロセス設計のための一連の実験を行い、

計測プロセス設計の有効性を実証的に検証した。

第6章 では、今 まで に検 討 した測定 と計測のプロセスを もとに、生産 システム にお ける

計測プロセスの設計について、計測特性、評価指標の観点か ら検 討し、設計の手順の形で

まとめ、計測のパ フォー マンス確保の立場 を明 らかにす る。

第7章 では、全体をま とめる。



第2章 測定システムの誤差の評価

計測の作業的な部分である測定システムのパフオーマンス評価の基礎となる誤差評価の

方法を、測定の機能性評価の立場から明らかにする。測定の機能は測定対象量の真の値を

測定値として推定することであり、精度良く推定を行うためには、測定量の変化に対応し

て測定値が変化することが必要である。測定に期待される機能を満たす程度を表す機能性

は、測定の誤差により定量化される。測定誤差の大きさの定量化のために、誤差及びその

評価の方法についての基本的な立場を明確にする。特に、SN比 の方法による測定の機能

性評価とその中で用いられている 「校正」の概念を明らかにし、校正を前提にした測定の

誤差の成分を明確にする。さらに、SN比 の方法と従来の誤差評価手法、ISOの 不確かさ

表現ガイ ドの方法などとの関連を明らかにする。

2.1測 定における誤差の評価の考え方

「誤差」は、測定の信頼性評価のための、最も重要な評価尺度として使われてきた。そ

れは、測定の結果が数値で表現され、その数値の正しさは直接的には誤差の値で表される

からである。

しか し、一般の測 定において は、測定値 によって 「真の値」 を推定 してお り、誤差を正

確に知る ことはできない。そのため、真の値をどのような形で推定す るかが大きな問題で

あり、誤差 を正 しく求める方法につ いて多 くの議論を生み 出す ことになって いる。

誤差評価の問題は、測定対象の真の値が不明であるにも関わらず、「誤差」あるいは 「誤

差の大きさ」を求めることが要求されていることである。ここで 「誤差の大きさ」とは、

個別の測定値の誤差ではなく、一定の条件の下で求められた測定値の集団が持つ性質であ

る。誤差の大きさは平均二乗誤差あるいは分散の形で表現することができる。

測定の誤差を正確に知るためには、測定量の 「真の値」が必要である。個別の誤差を知

ることのできる数少ない例の1つ が、ある範囲で真の値の分かった標準を測定する計測器

の 「校正」の場合である。すなわち、相対的に誤差の小さい標準の表示値を真の値と見な

すことによって、誤差の大きさを推定することが可能である。校正の場合には、標準を測

定することにより測定器の 「器差」を求め、それが 「かたより」であるとして補正すると

いう形で修正が行われる。補正を行った場合には、器差は誤差とはならず、器差からの偏

差分が誤差となる。このような補正は、測定のかたよりは系統効果により生じるもので、

誤差の大きさに再現性があることを前提にした対処の方法である。

このような校正のための測定においては、標準の表示値を真の値の代用とすることによ

り、測定値の誤差を求めることができる。しかし、その場合でも、標準の表示値に誤差が

あることを考慮すれば、個々の測定値の誤差の値が正確であるということはできない。ま

た、トレーサピリティという概念のもとで、標準による校正のチェーンを明確にすること

によって、標準の値の正確さを確保する試みが行われているが、おおもとの一次標準の定

義を実現する系のばらつきがあり、さらに、それを下位の測定系に移転していくチェーン

の中での個々の測定系がばらつきを持つ限り、トレーサビリティの各レベルでの標準の表

示値が持つ誤差そのものの値を確定することはできない。

このような状況が、測定値の誤差の大きさを定量的に推定するために、統計的な手法を



活用することの基礎となっている。ここでいう 「統計的」というのは、単に測定値が偶然

的な要素によってばらつくという意味ではなく、予想される誤差原因と結果系である測定

値の誤差との対応を、統計的な処理によって明確にすることができるという方法論をもっ

ていることに基づいている。すなわち、統計的な処理によって、計測から得られる情報を

最大限活用するために、計画的な実験を行うことが前提になる。ただ単に多数回の測定を

行って測定値の平均とばらつきを機械的に計算するのではなく、現実の測定条件の変化を

考慮した条件を 「因子」として意識的に取り上げた実験計画による計測器の誤差評価実験

を行うことが必要である。

一方、誤差の大 きさその ものが、測定器 に固有のものではな く、測定条件や管理条件 に

よって変化 し、一定ではないという性質 をもっているため、測定誤差の研究を複雑に して

いる。従来、測定誤差は、それ に使用 した測定器によ り決 まる と考え られてきたが、測定

誤差の研究が進む中で測定者、測定環境、測定対象等の条件によ り変化することが、定量

的に示 されている。例えば、時間的に連続 して測定 した場合のば らつ きである繰 り返 し誤

差は、時間的に間隔をおいて測定 した場合 のば らつきである反復誤差 とは異なっている。

短時間内での単純な複数回の測定の繰 り返 しデータで、いわゆる偶然誤差、あるいは、長

時間のばらつき成分を求めるこ とはできない。 しか し、現実 には繰 り返 し測定によって誤

差評価あるいはば らつき評価 をする ことが一般的に行 われている、という問題がある。

また、測定者 の問題 についての一連の研究 の中で、測定者によ りかたよ りが異な る場合

があるという事実がいわれていると共 に、ば らつきの大きさ も異な る場合がある ことが明

らかにされている。更 に、測定者 によ りかたよりが異なっている場合であっても、測定者

の集団において発生す る誤差 を考 えるな らば、それを個 々に補正 しない限 り、ば らつ きと

して評価 しなければな らない。

かたよりか、ば らつきかは、対象 とな る計測系の規定 またそれを評価 しよ うとす る立場

によって変わってしまう概念で ある。従 って、測定誤差 を定量的 に求 める場合、測定 系か

らの誤差と考 え、測定系そのものを どのようなものとして捉 えるかを規定する必要がある

こと、また、どのような種類の誤差成分 を求めて いるか とい う立場 を明確 にしてお くこと

が、誤差評価 にとって重要である。統計的な用語で言 えば、「評価 の対象である母集団 と

して どのような測定システムを想定 しているか」とい う問題である。



2.2測 定のSN比

測定量を測定器の入力として考えた場合、入力の変化に応じて変化する測定器の「読み」

が測定器の出力である。測定器の機能は、外部の測定量の変化に応じてその出力が変化す

るという動的なものである。すなわち、このような入出力の対応のよさを正しく評価する

ことが、計測器の信頼性評価には必要である。

測定器の評価 として、動的特性 のSN比 を適用 した ものが、 「測定のSN比 」である2-

1)
。入力に応 じて出力が変化す るシステムを、動的特性 のシステ ムと規定 し、その性能を

動的特性のSN比 によって評価 したものである。従来、ある一定の値 を持つ測定量 に対 し

てかたよ りとば らつ きを評価す るとい う静的な評価が誤差評価 の中心で あったの に対 し、

複数の測定量 を利用 して動的な入出力の対応性 を誤差評価 に用 いる。動的 という意 味は、

時間的に出力が変動するという意味ではな く、入力量の変化に対応 して出力が変動すると

いう意味である。測定のSN比 を用いる ことによって、実際の測定点が評価 に用 いた標準

の値からはずれた ところで あったとしても、合理的に誤差 の大き さを評価す ることができ

る。

一般 に、測定器は校正 を行って使用 され る。校正 とは、真の値の分かった標準 を測定 し、

その読みを得る ことによって、真の値 と読みの関係 を求め ることで ある。その関係は、一

般には固定された一点にお ける評価で は器差 とい う形で表現 されるが、動特性の場合には

関数 という形で表現 され る。 この関係 を表す数式が校正式である。

測定 にお いて は、値が未知の測定量 を測定し、測定器の読みを得たのち、読みの値 を校

正式を用いて計算する ことによ り測定値が得 られる。測定値は、測定量の真の値 の推定値

であり、測定システムの出力である。 この意味で、測定器 とい うハー ドウェアと校正 とい

うソフトウェアの組合わせが 「測定システム」である。

このような測定システムにおいて、最終的な結果である測定値と測定量の真の値との差

が誤差である。誤差の大きさを推定する方法として、測定のSN比 の計算方法を次のよう

に導入することができる。

真の値Mが 未知あ測定量を測定したとき、測定器の読みyが 得 られた場合、それ らの間

の関係として、次のような一次式の関係を考える。

ここで、eは 読みyの 持 つ誤差で、測定 ごとに変化する。 また、m、 β及びMは 校正式 の

パラメータで、 これ らは校正 によ り求め られていると仮定する。

読みyか ら測定値Mを 求める場合 、個々の読みの誤差eの 値は不 明であるが、それ をゼ

ロであると仮定 して、次のように計算す る。

測定値Mは 、 この測定 における真 の値 の推定値である。

一方、真の値Mは 、(2-1)式 をMに ついて解 くことで次のよ うに表 され る。



誤差をその定義 「測定値か ら真の値 を引いた値」に従 って求める と、

となる。誤差の大 きさを表す分散は次 のよ うになる。

ここで、σ e 2 は読み yの分散である。

誤差の大 きさを表す分散である(2.2.5)式 は、 この計測器 を既定の方法で校正 して測定に

使用 した ときの測定値の分散 を表 してお り、 「校正後の誤差分散」 と呼ぶ。測定のSN比

は、この分散の逆数をと り、計測器の良さを表す ようにした もので ある2-2)。

校正後 の誤差分散は、表2.2.1に 示すよ うな実際のデータか ら次のよ うに推定す る。

表2.2.1誤 差評価の実験の配置

校正 にお け る測 定 の作 業 にお いて 、標 準M1(k=1,2…k)を それ ぞ れn回 測定

し、読 みyij(i=1、2…k,j=1,2…n)を 得 る 。今 、 こ こで は、n回 の 繰

り返 し測定 の 状況 につ いて は議 論 しな い。

標準の値Mと 読みyの 関係を表す校正式を1次 式で表す。 この場合、直交多項式の形で

表現すれば、

で ある。

校正 とは、この場合、上式のパ ラメータmと βを推定する作業である。パ ラメータの推

定 にお いては、誤差分散が最小になるように、最小二乗法に基づ いた推定を行 うことが一

般的である。 この推定は、校正式 による真値の推定値 、すなわ ち、測定値の誤差の分散が



最小となる推定で ある。最小二乗法の計算 によ り、次 のパラメータを推定す る。

このときの測定のSN比 は回帰分析 の手法 を用 いる ことによって、次のよ うに回帰分析 の

パラメータを求めることができる。

有効除数

回帰変動

総変動

誤差分散

これ らを用いてSN比 ηの値 を次 のように推定す る。 まず、読 みの分散 σe2は誤差分

散Veで推定する。また、β2は一次回帰変動Sβの期待値から直接に推定する。すなわち、

一次回帰変動Sβ の期待値は次のよ うになる ことか ら、

これを β2について解 いてもとめ る。

ここで 、r=nΣ(M1-M)2は 有 効 除 数 で あ る。

従 って、複数の標準Mを 測定 した とき、読みyの 回帰分析を行 い、一次回帰変動 をSβ 、

読みの誤差変動をVeと すれば、測定のSN比 ηは次 のよ うに計算され る。

回帰分析では、測定対象量を信号と考え、データの変動を、信号による有効な変動とそ

れ以外の要因による無効な変動とに分解しており、その結果を用いてSN比 を推定するこ

とができる。測定のSN比 は、概念的には、信号による有効なデータの変動の、データの

無効な変動に対する比を表しており、通信や音響の分野で広く使われている 「SN比 」と



実質的に同じ内容を持つ。

測定のSN比 は、測定システムに対して校正という最適化操作を行うことを前提にした

性能評価の指標となっている。すなわち、標準があればかたよりは修正できることを前提

にして、校正式により測定範囲全体でできるだけ誤差が小さくなるような対策をとったと

きの性能指標である。それによって、実際の校正作業は行わず、校正を行った後の誤差分

散を計算により求めることができる。校正式の形を仮定したとき、その校正式のもとで校

正を行った場合の測定値の誤差分散の大きさを求めることが可能である。SN比 で評価さ

れているものは、図2.2.1に 示すように、校正により全体的なかたよりを補正した後に残

る測定のばらつきである。従って、計測上での概念としては、測定のSN比 は、ある校正

式を採ったときの測定の基本性能である誤差の大きさを分散の形で表す指標である。

図2.2.1校 正式 とSN比

誤差評価の基本的な立場としては、測定の条件が与えられた状況の中で誤差分散を求め、

誤差の大きさを推定することが重要である。例えば、あるデータの回帰分析を行い回帰式

を当てはめたとき、2次 成分が大きいか らといって、2次 式を回帰式 として採用しなけれ

ばならないわけではない。誤差の大きさが大きくなるとしても、それを承知で利用するな

らば、1次 式による表現で十分な場合がある。2次 式を用いた場合であっても、1次 式を

用いた場合であっても、いずれの場合の誤差の大きさも推定できることが必要である。

SN比 を評価する立場から言えば、基本的にSN比 は加法性の評価を行っており、測定

量の真の値が分からなくても、測定量の相対的な関係が明確になるような信号として設定

を行うことによって評価可能である。有効除数の式を見て分かるように、(M1-M)と

いう形で信号の水準の相対的な関係が評価に使われていることから、例えば、信号の水準

を等間隔hで 設定できるならば、間隔hを 単位としたSN比 を求めることができる。間隔

hが 正確にわかれば、測定量を単位にしたSN比 に変換することが可能である。このよう

な加法性をうまく利用すれば、絶対値的な意味での真の値がない場合であっても、誤差の

大きさの評価が可能になる。この加法性を用いた評価は、動特性のSN比 の方法の第一の

特徴である。

また、SN比 を評価するに当たって、単 に測定の繰 り返 しや反復 という偶 然性 に左右 さ



れる条件を因子に取り上げるのではなく、ばらつき原因である条件を誤差因子として積極

的に取り上げてSN比 を評価する。偶然誤差に頼るのではなく、意図的に条件をばらつか

せることによって、誤差評価を確実なものにし、SN比 をより現実的な指標 とすることが

できる。誤差因子の活用はSN比 の方法の第二の特徴である。

測定のSN比 によって測定法を比較する立場から言えば、校正を前提にしていることか

ら、測定の原理が異なり、読みの単位が異なる場合であっても、同じ測定量の単位での比

較がSN比 により可能である。

測定のパ フォーマ ンスの検討を進める基本 を、測定の基本的な性能を示す測定のSN比

による評価 に置 く。



2.3校 正を前提にした測定の誤差の成分の分解

前項に述べたように、測定の基本的な性能は測定のSN比 ηで代表される。しかし、S

N比 がそのまま測定値の誤差の大きさを直接的に表現する訳ではない。計測器を標準によ

って校正し、実際の測定対象(以 下実物という)を 測定する場合、そのそれぞれのプロセ

スにおいて誤差が加わる。すなわち、標準の値付け、校正作業、実物測定という作業のプ

ロセスに応じて、校正に用いる標準の表示値の誤差、計測器の校正作業の誤差、さらに、

実物の測定の誤差が計測の誤差に含まれると考えられる。それぞれの誤差の大きさを分散

の形で表し、分散の独立性と加法性を仮定すれば、次のように表される2-3)。

ここで 、

σT2:計 測 の誤差の大 きさを表す誤差分 散

σm2:校 正に用いた標準の表示値の誤差の大 きさを表す誤差分散

σc2:校 正作業の誤差の大きさを表す誤差分散

σa2:実 物測定の誤差の大きさを表す誤差分散

である。

それぞれの成分の大きさは以下のように求めることができる。

前項で述べたように、測定の結果である測定値Mは 測定の読みyを 用いて

で推定する。 しか し、校正作業、す なわちパ ラメー タm,β の推定値m、 βを求 めるため

の測定作業 にも誤差があるため、

は、測定値 の誤差のうち、パラメー タの誤差 による成 分を表 している。すなわち、この値

は、パ ラメー タの推定 を行 う校正作業 における誤差の影響 の大きさを表 して いることにな

る。

校正作業による誤差成分は次 のよ うになる。ただ し、m、 βのパラメータの推定値は、

表2.2.1の 形で得 られたデータか ら最小二乗法で求め られた ものである、



ここで、Δの2次 項 は小 さいとして省略 した。

この成分の分散は次のよ うになる。

こ こで 、

である。これを上式に代入 し、整理すると次のようになる。

ここで、校正作業 における測定の読みの分散を σ2で 表 し、校正作業 における測 定のSN

比を ηcで表 した。校正作業 における測定は、標準 を対 象 とした ものである ことか ら、実

物測定のSN比 ηと異なる場合 もある。両者 を区別するために、校正の場合には添字cを

用いている。

一方、標準の表示値が持つ誤差の影響を考える。

標準の表示値は上位の計測器を用いて測定することによって与えられる。もし、上位の



計測器による標準M1の 値付けに誤差ΔMb1が あるとすれば、個々の標準の表示値はΔM

b1の 誤差を持つ。それは個々の標準によって異なる。最終的な校正式において、標準の

値の平均値Mに 対して、ΔMb1の 平均値の分だけがかたよりとして影響するが、上位の

計測器が標準に対して適切に校正されているとすれば、かたよりΔMb1の 大きさの期待

値はゼロであると考えることが出来る。また、上位の計測器による測定のかたよりがあり、

期待値がゼロでない場合であっても、一次式の校正では平均値からの偏差(M1-M)が

使われてお り、その式の中では上位の計測器による測定のかたよりはキャンセルされる。

一方、上位の計測器のばらつきはそのまま標準の表示値のばらつきとなる。ばらつきは

その値を知ることができないため、修正不可能である。標準の表示値のばらつきは、上位

の計測器の測定のSN比 によって表される。

標準の表示値の誤差による分散成分σm2を 、標準の値づけに用いた上位の測定器の測

定のSN比 ηuで表す。すなわち

とする。

一般に、校正に用 いる標準 の誤差は、1桁 小さい ことが望 ましいといわれている。1桁

小さいとい うことは分散で1/100と なり、その表示値の誤差が測定誤差 に与 える影響 は小

さい。

以上のよ うに、個々の成分を求めることができる。標準 の表示値の誤差、校正作業 の誤

差、実物測定の誤差は独立に生じる誤差であるか ら、分散 の加法性を用いて測定値の誤差

分散を次のように表す ことができる。

SN比 の形 にすれ ば、

となる。

上の式の右辺第2項 の係数は校正式 として一次式 を用いた場合 のもので ある。 この係数

は、一次式 のパ ラメータm及 び βのデータか らの推定 に伴 うもので、校 正式が異なれ ば、

パラメータの推定式が異な り、係数 も異なる。

以上の展 開の中で、

①校正に用 いる標準 と実物 とでは読みの誤差分散が異なる場合が あること、

②測定値の誤差 は校 正方法 によって変化す ること、

が明 らかにされた。

前者につ いて言えば、一般に、標準 は、その形態 が安定 した もの として設定され るが、



実際の測定対象である実物 の形態は様々である。例えば、ノギスのよ うな寸法測定器 にお

いて、校 正 に使用されるのは一般 にブロックゲージで あるが、実物 としては、ゴム、プラ

スチックス、材木、鉄鋼 な ど広範囲に渡 る可能性がある。 この場合、実物測定のSN比 η

は、測定対象で ある実物 によって、その値が異なる と考え られ る。多 くの場合、SN比 η

と校正作業のSN比 ηcは 一般 には異なる値を取る。測定の誤差評価 において、実物測定

のSN比 を如何に評価す るか、は誤差評価の中心的な課題である2-3)。

従来、測定の誤差 を測定器 の誤差 として求めることは一般に行われてきた。 しか し、上

式右辺第2項 で明 らかな ように、その測定器 をどのように校正するか、によって変化す る。

このような校正の方法を体系化 した ものを 「校正方式」 と呼ぶ ことにする。校正方式の内

容は次のような事項が含 まれる。

1)校 正に用いた標準の値付け

2)標 準の水準数及び水準値

3)校 正式の種類

4)校 正の時間的間隔(校 正周期ともいう)

SN比 による測定の機能の評価は、それが使われる測定システムが規定されれば、計測

器の評価ではなく、総合システムとしての測定システムの機能評価になる。校正を含めた

測定システムの機能としては(2-25)式 の誤差成分の分散の和として表現される。校正方

式の内容により係数が決定され、全体が明らかされる。

したがって、SN比 による誤差評価の中心的な課題 は、

①校正を含めた測定システムの規定

②規定された測定システムのSN比 ηの評価

の2点 を明 らか にす ることである。そのための方法 は、JISZ9090校 正方式通則の中で具

体的な手順としてまとめられている。このJ I Sは、ここで述べたS N比の方法をもとにし

ているが、 この規格で特徴的な ことは、校正方式 を決 めた ときに、その測定 システム を評

価すべきことを明確 にした こと、誤差評価をデータに基づ いて行 う方法を明確にした こと、

総合判断に損失関数 を用いた経済性の概念 を導入した こと、標準の誤差の影響 を明確 にし

たこと、で ある。JISが 発行 された1993年 当時、標準に誤差が あ り、それをきちん と表記

するとい うことは一般的ではなかった。



2.4他 の誤差評価手法の考え方

ここでは、従来の誤差評価の代表である性能通則及びこれからの誤差評価の表示方法の

代表である不確かさのガイドの考え方を検討する。

2.4.1従 来の測定誤差の考え方-性 能通則

統計的な面での検討 に基づいたJISの 原案 「計測器の性能通則(精 度 に関す るもの)」(以

下、性能通則 という)は 、機械計測分野で の古典的な誤差評価 の方法を集大成 したもので

ある2-6)。 しか し、 この原案 は、作成された1978年 当時 の 日本においてはまだ受 け入れ

られるものではなく、業界の反対にあって最終的 には廃案 とな り、規格化されなかった。

また文計量研究所 において も、誤差評価 を行 うことが一般的ではな く、強力なサポー トも

なかった。

性能通則では、性能の表示 を、その対象 と目的によって 、個別性能 と保証性能に分ける。

個別性能は、個々の計測器 について評価 された性能で あ り、成績書等 に記載される。保証

性能はある指定された形式 の計測器のメーカ、あるいは検 査機 関が保証す る性能であ りカ

タログや工業規格等に規定 され る。更 に測定器の性能 を表わす項 目としては表2.4.1の も

のをあげている。

表2.4.1性 能の項 目(性 能通則原案2-6)に よる)



この性能通則は、誤差の古典論、すなわち、誤差 には 「かたよ り」 と 「ば らつき」が あ

り、それを系統誤差 と偶然誤差 に対応 させ、総合的な誤差 としての 「精度」を定量化す る

試みである。この方法は、①測定量一定の固定点で、②測定量の真 の値に相当す る標準値

が得られる、ことを前提にした評価 になっている。 この前提 のもとで は、もっ ともまとま

った考え方であったといえる。

性能通則は、正確度 と精密度 を95%の 信頼限界の値 として表現 してお り、それぞれの

数値の持つ統計的な観点か らの意味を明 らかにした点で、それ以前の誤差評価の方法 を一

歩進めたものである。

しかし、前に述べたように、本来測定量はある範 囲に広がる ものであ り、固定点での評

価だけでは不十分である。また、機械 ・物理計測分野では、比較 的容易に真の値 を想定す

ることができ、かたよ りを定量化す ることは容易であると考 えられて きた。 しか し、現実

の測定において、標準の測定では真 の値の設定 はある誤差範 囲で可能であるか もしれない

が、実物の測定 にお いては実物 の真 の値を決めることは必ず しも容易で はない。

2.4.2新 しい 「誤差の大 きさ」 の表記方法-不 確か さの考え方

1993年 に国際標準化機構(ISO)か ら 「計測における不確 かさの表現 のガイ ド」2-8)(以下 、

不確かさ表現ガイ ドとい う)が 出版 されたのがきっかけに、計測の信頼性 を測定 の不確か

さとして表記する方法が一般的にな りつつある。

不確かさ表現ガイ ドでは、従来の 「誤差」 とい う概念ではな く、 「不確 かさ」 という概

念によって測定の信頼性 を定量化す る。 「測定値の真の値か らの差」 という 「誤差」の定

義は、測定量の真の値が分か らな ければ個々の測定値の誤差 は分か らない という計測の宿

命を背負って いるが、「不確 かさ」 を次のように定義す ることによって、真の値を想定せ

ずに測定値の信頼性を定量化 しよ うとしている。

不確かさ表現 ガイ ド及びVIM第2版2-9)で は、「(測定の)不 確か さ」を次のように定

義している。

(測定の)不確か さ[VIM3.09]

測定の結果 に付随 した、合理的 に測定量に結びつ けられ得 る値のば らつきを特徴づ ける

パラメータ。

注:

1こ のパラメータは、例えば標準偏差(またはそのある倍数)で あってもよく、ある

いは信頼の水準を明示した区間の半分の値であってもよい。

2測 定の不確かさは一般に多 くの成分を含む。これらの成分の一部は、一連の測定

の結果の統計分布から推定することができ、実験標準偏差によって特徴づけられる。

その他の成分は標準偏差によっても特徴づけられるが、経験または他の情報に基づい

て確率分布を想定して評価される。

3測 定の結果は測定量の値の最良推定値であり、不確かさの成分は補正や参照標準

に付随する成分のような系統効果によって生ずる成分も含んでおり、すべてばらつき

に寄与する、と理解される。



VIM第1版(1984)で は、「不確かさ」は 「ある測定量の真の値が存在する範囲 を示す推

定値」と定義されて いたが、VIM第2版 では、不可知で ある 「真の値」の存在 を前提に

した理念的なものか ら切 り離 した形での定義 を採用 した。 「合理的に測定量 に結 びつ けら

れ得る値」は、近似的 には測定量 によって変化する測定 の結果すなわち測 定値 に相当す る。

この場合の測定値は必要な補正などのデータ処理を行 った後の値である。

この定義に付記された注 は不確か さの定量化 の指針の要約 にもなっている。また、注の

3で 述べているよ うに、偶然効果、系統効果 いずれ も 「すべてば らつきに寄与する」 と

いう考え方は、不確 かさの成分の評価や合成のための基礎を与えている。

不確かさのガイ ドでは、不確かさの成分 を、それを評価す る方法によって分類する。不

確かさを表す標準偏差(あ るいはそれに準 じたもの)を 定量的に求める方法 を、勧告INC-1

(1980)に従って、統計的な方法 とそれ以外 の方法 の二つ に分類 している。

Aタ イプの評価:一 連の観測値の統計解析による不確かさの評価の方法。

Bタ イプの評価:一 連の観測値の統計解析以外の手段による不確かさの評価の

方 法 。

不確かさの成分 も、それに対応 して、Aタ イプの成分、Bタ イ プの成分 とい う形で表現さ

れる。このような分類は、不確か さ成分 の大きさを表す標準偏差 を求め るにあた って、測

定値の分布を・実際の観測値の度数分布か ら求めるか、あるいは、経験 に基づいた先験的

な分布を仮定するか の違いに相当す る。いずれの成分で あって も、その分布の広が りを特

徴づける標準偏差によって 「不確か さ」を定量化する。

従来の誤差評価の方法 としては、誤差の成分を、偶然誤差=ば らつき、系統誤差=か た

より、というように、誤差の原因あるいは測定値に対す る影響の仕方 によって分類する こ

とが一般的であった。それに対 し、不確か さ表現ガイ ドは、評価方法 によって分類す るこ

とによって、不確か さの評価 の道筋を明確 に説明 しようとす るものである。

すなわち、観測値の誤差成分のかたよりとばらつきへの分類は一義的に決められるもの

ではなく、時間的 ・空間的に評価の立場が変わると変化するものである。例えば、ある時

点でのかたよりも時間がたてば変化するものであり、かたよりの時間変化はばらつきの一

つである。読み取りの個人差も、測定者を限定すればかたよりのように見えるが、多くの

測定者の集団の中ではばらつきとして現れる。また、観測値に対する温度の影響のように

誤差原因が明確なもので、系統誤差といえるものであっても、補正をしなかったり、誤差

原因として見逃してしまえば偶然誤差のように見えることもある。逆に、現在偶然効果と

して認識されているばらつきも、測定システムの研究が進み原因が特定されれば、系統効

果として分類されることもあり得る。不確かさガイドでは、評価対象あるいは評価者の立

場に依存する原因の影響の仕方による分類方法ではなく、一義的に決められる評価の方法

による成分の分類が採用された。

個々の測定の不確かさ評価においては、これらの誤差原因を具体的に数え上げ、検討す

ることになる。その際、それぞれの成分をAタ イプ、Bタ イプのどちらに振り分けるかは、

評価者がどのような評価方法を採るかによって決まる問題であり、その分類がはじめから



決められているわけではない。一般的には、現場 に近 い測定の評価 にお いては、Aタ イプ

の統計的な評価で十分な場合が多 くなる と考え られる。

Aタ イプの評価は、実際のデータをベース にした評価で あり、 ある程度の客 観性 を持っ

ているが、Bタ イプの評価 は、勧告INC-1(1980)に ついての作業部会の報告2-10)の いう

ように、"estimate"(推 定す る)で はな く、"guestimate"が 近 く、かな り主観的な評価 になる

可能性を持 っている。

不確かさ表現ガイドでは、求められた不確かさの成分の合成の方法として、不確かさの

伝ぱ則を用いた分散の合成方法に限定している。

不確かさガイ ドでは、測定値Yに 影響を与えるパラメータをすべて入力量と考えたモデ

ルを考える。入力量には、直接に測定する量、校正に用いた標準の値、測定器の表示値に

系統的な影響を与える影響量、系統効果を補正するための補助測定量、物理定数などがあ

る、出力量Yは 測定量であり、次のような関数fに よって入力量X1と 関連づけられてい

る。

これが、不確かさ評価 の基礎 となる関数モデルである。

すべての入力量は確率変数で あると考える。すなわち、入力量はある値の まわ りにば ら

ついてお り、そのために出力量である測定値がばらつ くと考 える。

一般に、入力量X1の 真の値 は不明で あ り、測定量Yの 推定値yを 求める場合には、入

力量X1の 推定値x1が 用 い られ、 推定値yの 不確か さの推定 には、推定値x1の 不確か さ

が用いられる。

すなわち、測定量Yの 測定の結果yが 、複数の入力量の推 定値x1か ら、

の関数によって計算 される とすると、yの 合成標準不確か さuc(y)の 二乗は、次 のよ うに、

独立な不確かさ成分の標準不確かさu1(y)の 二乗和で表す。

ここ で 、

である。重みc1は 、関数fの 偏導関数で、感度係数 とも呼ばれ、入力量が測定値yに

与える影響の大きさを表 している。(2.28)式 は、Y=f(x1)の 関数 の1次 のテイ ラー級数

近似 に基づいてお り、不確 かさ表現 ガイ ドでは、入力値 に相関のない場合 の 「不確か さの

伝ぱ則」 と呼ばれ、不確 か さ成分の合成 の基礎 とな っている。不確かさの伝 ぱ則は、不確

かさ成分 の分類 によ らず適用可能であ り、Aタ イプ成分 もBタ イ プの成分 も同等 に扱 うこ

とができる。

測定の結果 としては測定値及び標準不確 かさが記述されれば十 分で あるが、測定値の存



在する区間を表現する実用的な尺度 として拡張不確かさUの 記述が求 め られている。拡

張不確かさは、単に、測定の結果(測 定値)が ある確率(信 頼の水準:level of confidence)

で、区間[y-U、y+U]内 に存在 しうるとい うことの表 明で あ り、その区間内に真 の値が

存在す るとい うような ことは想定されてはいない。その意味で、統計用語 として の、母数

(真の値)の 存在区間を推定 した 「信頼区間」 あるいはその確率 に相当す る 「信頼水準」 と

は、考 え方が全 く異なっている。 しかし、測定 のプロセスが妥 当であれば、真の値が拡張

不確かさの範囲に存在 していると考 えることは現実的である。

合成標準不確か さか ら拡張不確かさへ の変換 は、次のよ うな関係式が用 い られる。

ここで、信頼の水準を反映する係数 として 「包含係数」(coverage factor)kが 使われてい

る。この用語は 「保証係数」と訳 されている場合があるが、拡張不確か さが何か を保証 し

ているわけではないことか ら、 この訳の方がよ り適切である。

不確かさ表現ガイ ドでは、包含係数kと してk=2～3の 値 を取 ることを推奨 している。

測定値 の分布が正規分布である ことを仮定すれ ば、信頼の水準の確率p=95～99(%)に

相当する。統計的 には、包含係数kはy±Uで 決め られる区間に測定値が存在するであ

ろう確率p(信 頼の水準)と 合成標準不確か さの有効 自由度vに 対応す るt分 布 に基づ いて

決め られる。 しか し、それが有効なのは測定値が正規分布 して いるという仮定 が成 り立つ

ときであ り、実際の測定値 の場合 にはその仮定は必ず しも成立しない。その意味で、厳密

にいえば包含係数kと 信頼 の水準pの 関係は不明である。特 に、p=1に 近い ところでは、

分布の裾の方の形 に大 きく依存す るため、不確実性が大 きくな り、この関係 を精密に求め

る努力はあま り報われない。不確か さ表現 ガイ ドにおいて、付録 では厳 密な統計的検討が

行われているが、本文ではk=2～3を 選択す るというような曖昧な表現になっている。

統計の専門家か らその曖昧さに批判が あるよ うだが、分布 の情報が不十分なまま、数式上

の厳密さを追求 しても限界があると考 えられる。

一般的には、k=2を 採用 し、ほぼp=95%に 相 当すると考 えて拡張不確か さを表記する

ことを約束 しておけば十分ではないか と考 えられる。拡張不確か さの数値 を用 いる場合 に

は、統一性を求めるために包含係数kの 値 を明記す る、 という方針が取 られ ている。



2.5硬 さ試験の誤差評価への不確かさ表現ガイ ドの適用

ここで は、誤差評価のためのデー タへの不確かさ表現ガイ ドの方法の適用 を行い、不確

かさガイ ドの考 え方 について検討を行 う。

不確か さ表現ガイ ドでは、測定値 のばらつきを表わす不確かさを測定の信頼性 を表わす

指標として用いる。不確 かさの評価 の中で、

①不確かさ成分 を統計的方法及びその他の方法でば らつきの大きさとして評価す る。

②不確かさ成分 を分散の合成則 を用 いて合成す る。

という特徴をもっている。不確かさを定量的 に評価するということは、測定値のば らつ き

を表わす標準偏差を求め ることになるが 、「独 立なデータ」か ら標準偏差 を求め るとして

いる。しか し、不確かさ表現ガイ ドの中では詳 しくは述べ られて いないが 「独立なデータ」

をいか に収得す るかが、一番の問題 である。 データの質によっ て不確かさの数値 の信頼度

が決まる,で きるだけ系統的にデータを収得す るためには実験計画法の活用が不可欠で あ

る。 これか ら述べるNFOAD実 験は活用 されるべき実験計画法 の一つで ある。 こ こでは、

誤差因子 を直交表L13に わ りつけた実験計画 としてNFOAD(Noise Factor Orthogonal Array

Design)と いう配置の活用 を提案 し、 ロックウェル硬 さ測定 の不確か さ評価 に適用 した。

2.5.1誤 差因子をわ りつけた直交表実験(NFOAD)

不確かさの評価において、入力量の標準偏差に感度係数を乗じて測定量の次元の標準偏

差に変換する。これは、測定値の数学モデルで線形近似を行って原因系のばらつきから測

定値のばらつきを評価していることに相当する。不確かさ表現ガイ ドの中でいう数学モデ

ルの入力量となるのは測定のパラメータであるが、このパラメータが現実の場でばらつく

ことによって測定値がばらつく。すなわち、系統効果の原因系が入力量である。SN比 の

方法では誤差因子あるいはノイズ因子と呼ばれるものに相当している。入力量に関して、

その効果を調べ直線近似を行うことが必要になる。直線近似の感度係数と誤差を表わす残

差を求めるためには、入力量について最低3水 準の実験を行う必要がある。水準数を増す

ことは線形モデルの精密化には役に立つが、現実には、一つの変数のモデルの精密化を図

ることよりは、複数の誤差因子をとりあげた実験計画によって多くの誤差因子の影響を調

べることの方が効率的であり、有効である。

ここで は、因子の影響 を調べ、現実的な誤差 の大きさを求めるための配置 として、直交

表に複数 の誤差因子 をわ りつけた計画 であるNFOAD配 置の活用 を提案す る。NFOAD実

験では、次のような方法を採る。

①複数の誤差因子を1つ の直交表にわりつける。

②誤差因子は基本的には3水 準とする。

③水準の幅は実際のばらつきの程度にする。

④必要に応じて信号因子をわりつける。

この実験で得られたデータは分散分析され、定量的な因子に対しては、因子の効果は回帰

項と残差項に分割して、計算される。それによって、直線近似の回帰式、すなわち感度係

数の値と回帰式からのはずれの大きさ、すなわち、回帰のあてはめの悪さを知ることが可

能である。

また、直交表にわりつけて複数の誤差因子を同時に実験することは、単に実験を効率化



するだけでなく、他の誤差因子に対して水準間を平均化した形で、一般化された回帰式が

用いられることになる。ある特定の誤差因子で一因子実験をした場合、他の誤差因子は固

定されており、交互作用を見逃がす可能性もある。

この実験計画は、JISZ9090校 正方式通則の付属書2の なかで、実物測定の誤差の大きさ

を実験により求める方法として規定されているもので、品質工学の許容差設計の実験計画

を活用したものである。そこでは、誤差因子の設定幅を変化させたときの誤差の分散を推

定する方法として利用されているが、ここでは、同じデータを不確かさ表現ガイ ドの解析

方法に沿って解析することとした。すなわち、誤差因子の感度係数を求めるための実験と

位置づけ、不確かさ表現ガイドに従って解析を行った。

2.5.2ロ ックウェル硬さ試験 とその誤差要 因

ロックウェル硬さ試験は材料の強度 を測定するために、広 く工業界で使われて いる。 こ

の硬さ試験では、決め られた荷重を圧子に負荷 したときの圧子の押 し込み深 さhが 直接的

には測定され、硬さ値 は次式によって計算され る。

ここで、定数K及 びkは 、基準荷重、試験荷重、圧子形状などの試験条件が決められたと

きに決まる定数である。理論的には、押し込み深さは材料の表面からの長さとして測定さ

れるが、実際には、圧子が材料表面に接触した状態を検知することは難しい。従って、硬

さ試験の場合の押し込み深さは、小荷重である基準荷重を負荷したときの圧子先端の位置

h1と 試験荷重を負荷したときの位置h2と の差として定義される。すなわち、押し込み

深さhは 次式で計算される量である。

ロックウェルCス ケールの場合、試験条件 として基準荷重98.07N(10kgf)、 試験荷重

1471.0N(150kgf)、 先端半径200μm、 頂角120度 の円錐形のダイアモ ン ド圧子 を使用

して、押 し込み深 さをμmで 表現 した ときに、K=100、k=1/2と して計算 され る値が硬 さ

値HRCと なる。

表2.5.1ロ ックウェル硬 さ試験の誤差要因



検討の対象を、校正の 目的で試験機 によ り硬 さ基準片 を測定する場合で考える。 この と

き、表2.5.1に 示す誤差要因が考えられる。

ロックウェル硬さでは、試験条件の定義は不十分な形でしか決め られていない。歴史的

には、最初の試験の定義では、荷重負荷のパ ター ンは決め られてお らず、 しか も、硬 さ試

験はいろいろな現場 の中で使われてお り、それぞれの測定現場の要求か らいろいろな条件

の下で試験されていた。荷重負荷パター ンについて いえば、生産現場では、測定 時間の効

率か ら短 いサイ クル時間の条件が好 まれる。一方、標準 を開発 し供給する標準研究所では、

測走結果の安定性を考慮 して、長いサイクル時間の条件が好まれ る。現実には、押 し込み

の速度や一定荷重の負荷時間は、硬 さ値に大 きな影 響を持 っていることが分か っている。

しか し、国際的にこれ らの条件は統一されてお らず、国によ り異なってお り、国際規格に

おいて も幅を持って決められている。 この ことか ら、次の二つの不確かさの要因が挙 げら

れる。

①異なった試験パターンの間のばらつき

②ある決められた試験パターンの中でのばらつき

①のばらつきは国際的に統一した標準を開発する際に研究されるべきであるが、国際標準

の統一が実現したときには、また、標準条件が決められた国の中では重要な不確かさの要

因ではない。一方、②のばらつきは、試験機の機構や制御系から生じるばらつきであり、

荷重システムから生じる不確かさとして評価されなければならない。

試験機の不完全さから来る要因は数多くある。硬さ試験の定義によって決められた要件

は、実際の試験機では完全には実現できない。荷重システム、押し込み深さの測長システ

ム、圧子からなる試験機の要素は個別的に試験し校正される。それぞれの要素の許容値は

測定機を規定する標準によって決められている。不確かさの評価においては、個々の要素

のばらつきが最終結果である硬さ値にどれだけの影響を与えるかを調べる必要がある。

硬さ基準片の不均一性は、測定対象のばらつきである。それ自身は、測定という行為に

よるばらつきとは区別して評価されるべきであるが、硬さ試験では、この二つのばらつき

を区別することには困難がある。すなわち、硬さ試験が破壊試験であることから、基準片

の同じ場所を2度 と測定することができないため、測定のばらつきと測定対象のばらつき

を分離することができない。このような条件の下で不確かさを如何に評価するかが問題に

なる。

2.5.3実 験計画 と結果

実験計画 としては、誤差因子だけを取 り上 げた直交表実験で あるNFOAD実 験 を活用す

る。表2.5.2に 、実験に取 り上げた誤差因子 を示す 。一般論 としては、誤差因子の水準幅

は、現実 に条件がば らついている範囲か ら決める。



表2.5.2実 験 に取 り上 げた誤差因子 とその水準

AとBの 因子 は、荷重誤差 を想定 したものである。本来な ら目標値の前後に水準を取 っ

た方がよいが、その設定が難 しいため、片側 に水準 を設定 した。 因子Cは 、圧子の形状誤

差の影響をみるために取 り上げたものである。 これは誤差 を定量化するのは難 しいため、

経験から高めあるいは低めに硬 さ値が出るような圧子 を選択 した。Dは 、荷重保持時間の

ばらつきを想定 したものである。

図2.5.1ロ ックウェル硬 さ試験評価実験 のわ りつ け

図2.5.1に因子の割付と実験計画を示す。AからDまでの4つの誤差因子は直交表L18

に割 り付けた。図中の数字 は直交表の列番号を表 している。また、eは 、因子 を割 り付け

ていない誤差列であることを示 して いる。GとHの 二つの誤差 因子は直交表の外側 に割 り

付け、全て に組合わせである4通 りの測定 を行 う。

表2.5.3HRC60の 範 囲で の分 散分 析



HRC60の 範囲での分散分析の結果 を表2.5.3に 示す。 ここでは、量的に設定でき

る因子 について は、回帰項 と残差項 に分けて計算 した。Cの 圧子形状に関 しては このよ う

な分解 はで きない。 また、効果G(H)は 実験 に用いた硬 さ基準片 によ り変化するため、 プ

ールした誤差項 には加えていない。

2.5.4不 確か さ成分の計算

不確か さ表現 ガイ ドの数学モデル に従 えば、入力量が基準値か らはずれる ことによ り

生じる硬 さ値のはずれの大 きさΔyは 次のようになる。

ここで、A,B,Cは 、それぞれ基準荷重、試験荷重、保持時間の値 を表わ してお り、Repro.

項は測定の再現性 を表 している。また、添 え字0は 測定の定義で決め られた基準値 の値を

表わして いる。 この表現では、硬 さ値 に対する誤差因子の一次の効果のみが考 え られ、他

の効果は誤差 として プール され ることになる。

不確か さ表現ガイ ドの解析方法では、(Block)、(Repro.)は 数学モデルに現れ ない。な

ぜなら、その成分 には入力量がなく、偶然効果の一部 と考 え られるか らで ある。不確か さ

表現ガイ ドの数学モデルで は、間接測定や補助測定 による補正式な ど、原因が特定 され測

定量への影響の仕方が分か って いる系 統効果の成分 だけをモデル化 している。偶然効果 は

数学モデル として定式化 していない。 しか し、(Block)は 、基準片内のば らつ きで あ り、

原因が特定できる偶然効果である。 この成分が ある ことを明示す るために、あえて数学モ

デルの中に組み込んだ。

硬さ試験 の場合の不確かさの伝播 測は次のよ うな形 になる。

ここで、 σHRは 硬 さ試験 の再現性 の大き さを表す標準偏差である。

この式の 中の各不確かさ成分の標準不確 かさを次のように評価す る。

誤差因子A,B,Dに よる測定値の次元で の標準偏差 は、因子 のば らつ きを表す標準偏差

σ(xi)を 用いて次のように表現される。

ここで、二つの標準偏差を結ぶ係数ciを 感度係数という。

それぞれの因子に対して、感度係数と標準偏差は次のように評価した。

感度係数は、この場合、回帰分析の回帰係数として計算される。NFOAD実 験の回帰分

析の結果 として、次の係数が求められた。



一方、荷重誤差 を表す標準偏差は、予備実験か らAタ イプの評価 として、次のよ うに求

められた。

荷重負荷パターンにおける試験荷重負荷時間の標準偏差は、技術的知識と負荷装置の仕

様に基づいて求めた。負荷時間の誤差の最大限界値を2秒 として、一様分布を仮定するこ

とによって、

とした。 これはBタ イプの評価である。

従って、基準荷重 、試験荷重及び荷重負荷時間のば らつきに起因す る硬 さ値の不確かさ

成分は、硬 さ値の単位で、次のようになる。

一方 、表2.5.3の プール した誤差分散か ら、再現性 を表 わす測定値のばらつ きを次のよ

うに求める。

プール した誤差 分散には、誤差因子A,B,Dの 残差項 と因子間 の交互作用が含 まれ る。残

差項は、各因子の系統効果 の線形モデル を考 えた場合の誤差成分である。 この誤差分散は

単なる繰返 し性ではな く、再現性を表 して いる。繰返 し性 は、同 じ測定条件のもとで短時

間の間に行った測定のばらつきを意味 してお り、一般 に再現性よ り小 さい値 を取 る。NFOA

D実 験にお いては、直交表 に示された測定条 件設定 のもとで測定が行なわれ 、単な る繰返

しではなく、条件設定のための操作が入 り、時間がかか るため、反復条件でデータが取 ら

れる。そのため、プール した誤差分散か ら計算 した標準偏差によって硬 さ測定 の再現性 を

表わす、偶然効果 に相当す る不確か さ成分uHR、をAタ イ プの評価 として求め ることがで き

る。

また、硬さ試験片内での硬さのばらつきは、測定の再現性と同じであると考えた。これ

は、硬さ測定は試験片に圧痕をつくるため、同じ場所を二度は測定できないため、厳密な

意味での再現性を評価できない。上で、試験片内の硬さのばらつきがないと仮定して、再

現性を評価したが、一方、完全に硬さ測定に再現性がある、すなわち、再現性の標準偏差

がゼロであると仮定すれば、σHRは 異なった位置で測定した試験片内の硬さ値のばらつ

きに相当する。再現性と試験片内のばらつきとは交絡して、分離できないため、安全側の

不確かさ、すなわち、大きめの不確かさの値の評価として、



を仮定す る。

圧子 の形状による誤差成分 については、表2.5.3か ら分 かるように、大きな効果を持 っ

ている。 しか し、例えば、頂角の誤差、頂点の曲率半径の誤差、表面粗さ、などが どの程

度硬さ値 の誤差 に影響するかの定量的な関係を求める ことは困難である。圧子 の形状測定

自体は小さな不確か さで実施でき、 また、硬 さ値は形状に強 く依存する。標準研究所 レベ

ルでは、その影 響度が大きいため、コス トが許す限 り形状誤差の小さい圧子 を選択 して使

用す る ことが追求され る。しか し、現場の測定 においては、そのような選択 をすることは、

コス ト高 につなが り、現実的ではない。

一方、圧子を含めた硬 さ測定 システムが国家標準 によって校正 されれば、圧子の形状誤

差 によるかたよ りの大部分は修正する ことが可能である。このため、この成分について は、

ここで は含めな いこととした。圧子の形状 と他の因子の高次の交互作用についてはプール

した誤 差分散の中に含 まれている。NFOAD実 験 にお いて、主効果 として含めない条件が

あって も、高次 の交互作用 はばらつきの中に含め られて評価 されるため、 このよ うな因子

を取 り込んだ実験計画 を積極的に取 りあげることが必要で ある。

2.5.5合 成標準不確 かさ

一般 に、校正 によって硬 さ試験片に標準値が与え られる とき、硬 さ測定は複数 回行なわ

れ、そ の平均値が標準値 として使われ る。 日本の標準設定において は、試験片表面を、円

周方 向3区 分、半径方向3区 分、合わせて9区 画 に分割 して、各区画内で測定 を行 う。国

家標準 レベルでは、9区 画全部 の測定を行 うが、校正機関の レベルでは、3区 画を測定 し、

その平均値 が試験片 の値 として使用される。

n回 の繰返 し測定 を行 う校正機関が硬 さ試験片 に与える標準値の不確か さの値は次 のよ

うになる。

このような形になるのは、試験片内の繰返し測定によっては、試験片内の硬さのばらつき

による不確かさ成分以外の不確かさ成分は平均化されない、という事実による。すなわち

繰返し測定では同じ条件のもとで測定が行なわれており、同じようにかたよりをもった測

定値しか得られず、再現性のばらつきは平均化されない。一般に、複数回の測定によって、

どのような不確かさ成分が平均化されるかは、もとのデータの収得状況に依存する。

前項求めたすべての不確かさ成分を用いて、ロックウェルCス ケールの硬さ測定に基

づく、試験片の標準値の合成標準不確かさを求めると次のようになる。

但 し、この不確か さの値 には、圧子 の形状誤差の効果 は含 まれていない。試験片 内のば ら



つきは平均的なものであることを前提としている。試験片の組成が悪く、片内のばらつき

が大きい場合には、この不確かさの値は適用されない。むしろ、複数回測定した値の差が

大きい場合には、そのような試験片を基準として使うことには問題があると考えられるた

め、標準値を与えるべきでない。

また、この不確かさの値は、あくまでも試験片に与えられた標準値の不確かさであっ

て、試験片の硬さ値の不確かさではない。すなわち前者は測定プロセスの結果の性質を表

わすものであり、後者は試験片という物質のばらつきという性質を表わすものである。後

者として表現を完全にするためには、物質としての劣化によるばらつき成分を考慮に入れ

ていく必要がある。

2.5.6不 確かさ適用のまとめ

ロックウェルCス ケール における硬 さ測定にお いて、硬 さ試験片に標準値 を与えると

いう校正の不確か さを評価 した。不確かさ評価 のために、誤差 因子をわ りつけた実験計画

(NFOAD)を 用 いた実験 を行 い、不確か さ評価 に必要な感度係数 を求め、不確か さ伝播則

の係数 として用い、合成標準不確か さを評価 した。NFOAD実 験 は、Aタ イプ と呼 ばれて

いる統 計的方法による不確か さの評価方法 として有効に活用する ことが出来る。特 に、他

の因子 の水準の平均的な効果 として評価できる点で、有効 である。

ここで示 した実験は、不確 かさ表現ガイ ドが出版 され る前に実施 された もので、JISZ9090

校正方式通則の中で実物測定の誤差の大 きさを実験 によ り求め る方法 として示された実験

計画に沿って行われた ものである。そ こで は、ここで示 された方法 とは異なった形 の解析

をしていたが、同 じデータで不確かさ表現ガイ ドに従 った解析が 出来ることを明 らか にし

た。

不確か さ表現ガイ ドに関 して は、次 に点 を明 らか にした。

1)偶然効果 に関する情報 は、数学モデルには含 まれない。

2)平 均値の不確か さを求 める場合、平均化される成分はデー タの構造 による。



2.6不 確か さ表現ガイ ドの問題点-SN比 の方法 との関連

2.6.1不 確かさ表現ガイ ドの問題点

不確か さ表現ガイ ドは、不確かさという概念の もとで測定の信頼性 を評価 した とき、如

何に統一的な説明をす るか を記述した ものである。その意 味で 「表現のガイ ド」である。

不確か さガイ ドで計測の信頼性を表現す る方法は、従来、不可知の量である真の値 を基

準 にした 「誤差」 を用いる方法 と大 き く異なって いる。誤差、すなわち、「測定値か ら真

の値 を引いた差」 を基 にしている限 り、そ の大 きさを求める方法 についての国際的な合意

は難 しか った という歴史的な状況を反映 している。不確かさ不確 かさ表現ガイ ドは、その

論争に終止符を打ち、一定のルールで信頼性を表現する方法を提案する ことによって、国

際的な比較 を容易に行 うことができる基礎をつ くった と主張 して いる。そこでは、一定の

ルールに従 った評価 に基づ き、実際に得 られる測定値のば らつきを不確かさで表現する こ

とによって、測定 の結果の信頼性 を相互 に理解 し合 えることが基礎 とな っている。不確か

さ表現 ガイ ドでは、評価 ・表記の方法が 「普遍的である こと」、そ こで使われ るデー タや

結果 に 「内部一貫性 が あること」、「伝達可能である こと」 を要求 して いる。 この指針 に

従った評価 の結果がそのよ うな条件 を満たす ことを期待 されて いる。す なわち、 ここで示

された指針に従 って表記 された結果は、一貫性 のある測定の結果 として、その結果 の利用

者 によって受け入れ られ る。逆 に言 えば、不確 かさ表現ガイ ドのルール に沿った説明が要

求 されてい ると解釈す べきである2-11)。

評価方法 とい う観点では、不確かさ表現 ガイ ドは幾つかの具体的方法を記述 しているが、

その内容 は必ず しも十分であるとはいえない。問題点 の1つ に、Aタ イ プの不確か さの成

分を評価す るための統計的方法にどのような方法があるかの問題がある。不確かさ表現ガ

イ ドは、計算方法 として、 「一連の独立な測定の結果」 としての観測値 のば らつきを試料

標準偏差 として評価すべき ことを述べている。 このよ うな評価 を行 うことは、実際には困

難 である。 ここで、 「独立な」 とい う点 が重要で、 どのような空間で独 立性が確保できる

か。例 えば、単なる短 い時間内の繰 り返 しの観測値では繰 り返 しのば らつきは評価できて

も、測定の実体 を反映 した信頼性の高い不確か さ成分を評価す る ことはできな い。

実験空間で観測値の独 立性 を確保するためには、データ収集 の方法 を明確にすべきであ

る。その点では、実験計画法 をペース に、性能通則 は繰返 し、反復 のデータか ら、繰返 し

性、再現性 を評価す る具体的な方法 を提案 している。 また、JISZ9090校 正方式通則は、

SN比 の方 法をベース にして、測定条件を因子 として取 り上げた実験 計画を提案 している。

前節のNFOAD実 験 の配置はその一つで ある。 これ らの方法をAタ イ プの評価方法 として

活用することが有効 な不確かさ評価 のため には必要である。

一 方、Bタ イプの評価方法を導入したことは、評価の客観性の確保という意味で問題を

残す.Bタ イプの評価においては、統計的方法以外のあらゆる方法を許容していることに

なり、個々で技術的見解が異なれば、それを解決する方法は事実上ない。そのため、ある

グループの中ではグループの合意として不確かさの要因と見積もり方法を決めてしまう場

合もある。本来、計測の結果とその不確かさの評価に説得力を持たせるためには、実際の

データに基づいた評価方法をその中心にすべきであり、また、それだけでは不十分な場合

の方法としてBタ イプの評価の道が残されている、と考えるべきである。

また、真の値を追求することから離れることにより、現実の測定における誤差評価に混



乱を招いている。不確かさ表現ガイドに従えば、測定値は真の値の最良推定値であるべき

であるが、校正でかたよりが検出されたときにそれを系統効果として補正しない場合、不

確かさとしてどのように評価し合成するかの共通認識はない。平均2乗 誤差としての分散

を求めるという立場からは、かたよりとばらつきを2乗 和として合成するのが自然である。

しかし、その点の合意はなく、どう処理するかは解析者の考えによることになる。

さらに、器差を補正するかしないかという校正結果に対する対策は、実際には科学的な

ものではなく、対策のコス トとそれによって得られるであろう利益とのバランスの問題で

ある。このような経済性の観点は不確かさ表現のガイドには欠けている。計測や製品の誤

差の経済性検討のための評価指標として、田口の損失関数は校正方式通則に利用されてい

るが、不確かさ評価においても同じように利用すべきである。

2.6.2SN比 の方 法の立場

不確か さ表現ガイ ドの観点か ら、SN比 の方法を検討す る。不確かさの評価において、

SN比 の方法はAタ イプの評価 の方法 として位置づける ことができる。

不確 かさ表現ガイ ドで は、系統効果 と偶然効果か らなる誤差に対 して、再現性のある系

統効果に基づ くかたよ り部分は補正 し、真の値 の最良推定値 を求めることによ り測定値の

信頼性をあげ、残ったば らつきの部分である偶然効果 を不確か さとして評価するという方

法を採 っている。 ここで、再現性 のない系統効果 は偶 然効果 として評価 され る。

一方、SN比 の方法の中で、校正式 を使 って測定値を得 ることはかたより部分の補正 に

相当している。校正式を用いた測定値は補正後の値であ り、真の値の最 良推定値である。

SN比 の導入の中で述べたように、SN比 は測定値の校正式か らの差をばらつき として

評価 した。ばらつきとい う意味は、測定点によって 「差」 は変化 してお り、固定 した点で

はかたよ りと見えるが、全体 としてはばらつ きとして現れ る、とい う意味である。この 「差」

を誤差 と考 えた ときの2乗 平均誤差 としてSN比 が求め られている。すなわち、SN比 は

校正後の測定値の分散に対 応 してお り、 「分散 の正の平方根」 と定 義された標準偏差にす

ることは容易である。

実験計画の観点から見ると、SN比 を求める実験計画の中で誤差因子を実験因子として

割り付けることによって、要因効果としてばらつきの大きさ、すなわち、不確かさ成分を

求めることが可能である。多元配置や直交表など直交型の実験計画を用いれば、それらの

要因の合成された合成標準不確かさに相当する結果を全変動から直接的に求めることも可

能である。このような方法は、JISZ9090「測定-校 正方式通則」の附属書2に おいて、実

験的に誤差の大きさを求める方法として引用されている。

さらに、SN比 の方法は、測定量の真の値が正確にわからない場合であっても、測定量

の加法性を利用して誤差の大きさの推定を可能にしている。すなわち、信号因子の作り方

を工夫することによって、加法性あるいは比例性からのはずれの大きさをSN比 として評

価することである。ここで、工夫とは信号の水準を意識的に設定することである。例えば、

標準分銅の代わりに質量一定の複数のものを利用して信号因子を作り、質量の加法性から

のはずれの大きさを誤差の大きさとして評価することができる。また、未知の濃度サンプ

ルに濃度既知のサンプルを混合させることによって多水準の信号因子を作るなどの方法を

積極的に利用することが可能である。そのことによって、標準という純粋条件ではなく、



よ り実物 に近 い現場の条件の中での誤差評価 を可能 にしている。

SN比 による評価方法は、「測定量が変化 した ときにそれ に対する測定系の出力(読 み)

が加法 的に変化す る。」 という測定 の動的機能に忠実な評価方法である。従来、測定系に

対す る多 くの評価が、値の分か った測定量のある1点 でかたよ りとばらつきを評価すると

いう形で進め られてきた。1点 に固定す ることによって、現象を正確 に捉えることができ

ず、そのために混乱を招いた ということもできる。不確かさ表現 ガイ ドは、測定量の真の

値の追求 をやめてば らつきだけの評価 に方向転換 してお り、真の値が正確 に分か らな くて

も誤差の大きさに相当す るものを評価す る方法は提示できていない。

それ に対 して、SN比 による評価方法の特徴 は、測定量(入 力)と 読み(出 力)の 関数

関係(加 法性)に 基礎 をおいた評価で ある。関数関係 を用 いる ことによ り、測定量を表す

信号因子 として値の分か った計測標準 に頼 らず、値 の分か らない実物を用いた として も水

準間の関係を基礎に適切な評価ができるということにある。SN比 の方法は、信号因子の

水準値 を絶対値 として正確に設定できな い実物の測定 における誤差の大 きさの評価 におい

て、加法性 あるいは比例性 をうま く利用す ることによって、測定 の評価 を可能 にしている。

鴨下等2-12,2-13)は 、JISZ9090に 示された校正方式通則の校正 と評価 の手順 を適用 し、

実物標準 を用いた校正方式 について検討 を行 っている。その中で、実物標準による誤差評

価 にSN比 の方法 を適用 している。測定誤差の主要な部分は、計測標準を用いた校正作業

による部分ではな く、実物の測定 に起 因する部分である。例えば、マイクロメータによる

プラスチ ック製 品の測定 において、大きな誤差成分はプラスチ ック製品を測定する部分で

あ り、プラスチ ック製品 にとってのスケールと校正に用いたブロックゲー ジでのスケール

が異なった ものになる可能性が存在する。ブロックゲージを用いた校正は、対象 としたマ

イ クロメー タのスケールが、普遍的なスケール に トレーサブルなブロックゲー ジのスケー

ル と一致 していることを確認す る意 味を持ってお り、測定器 としてのマイ クロメータを保

証す るものであるが、プラスチ ック製品 にとってのスケール を保証するものではない。そ

の意味で、実物 の測定対象 と形態が同 じで ある実物標準 を開発する ことの意味は大きい。

そのとき、単 に1点 だけで評価するのではな く、SN比 の方法 によるスケール としての評

価が有効である。



2.7.2章 のまとめ

第2章 では、計測の作業的な部分である測定システムのパフォーマンス評価の基礎とな

る誤差評価の方法を、測定の機能性評価の立場から明らかにした。

すなわち、測定の機能は測定対象量の真の値を測定値として推定することである。測定

に期待される機能を満たす程度を表す機能性は、測定誤差により定量化される。そのため

に必要な測定システムの機能は、測定の尺度をベースとした測定量の加法性を、測定シス

テムの出力である測定値の加法性として実現することである。測定誤差の大きさの定量化

のために、誤差及びその評価の方法の基本を、加法性の実証と加法性からのばらつきの評

価を行うSN比 の方法に置いた。

SN比 の方法による測定の機能性評価 とその中で用 いられている 「校正」の概念 を基 に、

校正 を前提に した測定 システムの誤差の成分を検討 した。さらに、SN比 の方法 と従 来の

誤差評価手法との共通点、相違点 を明 らか にするとともに、今後、世界標準 として広 く使

われ ると思われ るISOの 不確かさ表現ガイ ドの方法 との関連 を検 討 した。

それ らの中で、次のことを明 らか にした。

1)測定システムの性能は、誤差そのものではなく、母集団として規定された条件の下で

求められた測定値の集団の性質として、分散あるいは標準偏差で表現された 「誤差の

大きさ」を用いることができる。

2)測定システムの機能を評価するという立場から、動的特性のSN比 によって測定シス

テムの基本性能を的確に評価できる。

3)校正を前提にした測定の誤差には、実物測定の誤差、校正作業による誤差及び校正に

使用した標準の誤差の成分が含まれる。

4)誤差の大きさは、測定器に固有のものではなく、管理条件、環境条件を含めた測定シ

ステムの条件により決まる。

5)従来の誤差評価の方法は、測定量一定の点でのかたよりとばらつきを基礎とした静的

な評価が中心であるが、動特性のSN比 の方法では、測定範囲内での加法性からのば

らつきとして、現実的な誤差の大きさの評価が可能である。

6)ロ ックウェル硬さ試験の不確かさ評価に、JISZ9090校 正方式通則で使われている品

質工学の許容差設計の実験計画を活用した。このデータは不確かさ表現ガイドの出版

以前に取られたものであるが、不確かさ評価の考え方に沿った解析が可能であること

を明らかにした。

7)SN比 の方法は、測定の不確かさの評価のなかで、不確かさを推定する統計的方法の

有力な方法として位置づけることができる。

8)動的特性のSN比 評価のための信号因子の考え方を活用して、標準値が明らかな校正

の場合はもちろん、真の値が分からない実物が対象の場合であっても、加法性をベー

スにして測定の誤差の大きさの推定が可能である。

以上のことか ら、測定 システムのパフォーマ ンス を定量化す るための誤差評価 において

は、次の点 を明確 にすべきである。

1)評価対象である測定 システムのハー ド、ソフ トの条件を明確にす る。

2)計 画的なデータの取得のために、実験計画法 を用 いる。特 に、補正 しない系統効果 を加確

率化することを考慮 した配置が望ま しい。



3)実験計画としては、信号因子と誤差因子を活用したSN比 による評価を行う。

4)標準と実物の形態が異なる場合、誤差の表れ方が異なるため、特別な配慮が必要である。


